
１　法人の名称等

２　法人の設立目的等概要

３　組織概況

⑴　理事・監事（取締役・監査役）

1 5

2 6

3 7

4 8

1

2

3

4

注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に法人又は県所管課が記載したものをまとめたものです。法
人に関する内容をより詳しく知りたい方は、直接法人又は県所管課までお問い合わせください。

・ＩＴを活用した産業成長戦略立案、ＩＴによる経済・社会課題解決の提言及びこれに必要な調査研
究に関する事業
・県内の主要産業又は特色産業におけるＩＴ活用モデルの企画立案及び産業間の連携促進に関
する事業
・先進的なＩＴの実証に関する事業
・国際的なＩＴ見本市、商談会等の開催に関する事業
・ＩＴを活用するベンチャー企業等の創業・事業化支援や集積促進に関する事業
・ＩＴ人材及びＩＴ活用人材の確保・育成に関する事業
・ＩＴ企業や研究開発機関等の誘致に関する事業
・国内外の研究開発機関や産業支援機関等との連携交流に関する事業　等

非常勤
県職員 0人 区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県OB 0人 

その他 0人 

その他 2人 形態

有無 無

監
事
・
監
査
役

2人 

（平成30年７月１日現在）

（平成30年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 非常勤

法人名

所在地

電話番号 098-953-8154

設立経緯

沖縄21世紀ビジョン基本計画及びアジア経済戦略構想において、更なるＩＴ産業の集積、高度化を
加速させるためには、官民連携による中長期的な産業成長戦略の構築とその実行を推進する機関
（センター）の設立が必要であるとされている。
これを受けて、平成28年２月に外部有識者で構成する設立検討委員会を立ち上げ、センターに必
要な機能、役割等について検討が行われ、その結果が知事に対して提言された（平成28年11月）。
平成29年４月、県商工労働部内に準備室を設置し、センターの機能や組織体制等の具体化や、関
係団体・企業等に対する参画要請等の活動を行った。これらの活動の結果、平成30年５月に、官
民による資金拠出のもと、本センターが設立された。

設立目的
沖縄県経済の振興を図る産業支援機関として、最先端のＩＴイノベーションを活用する場や機会を
提供することにより、県内産業界の課題解決と新たな価値創造を実現する。

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県OB

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

平成30年5月1日

理
事
・
取
締
役

11人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 1人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 1人 

0人 商工労働部参事 常勤

その他

電話番号

理事長　中島　洋

商工労働部情報産業振興課 098-866-2503

-

沖縄県那覇市銘苅二丁目３番６号　那覇市IT創造館　４階

一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

9人 
非常勤

県職員 0人 



⑵　職員 ※　内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

⑶　県派遣職員が行う業務内容

４　基本財産・出資金等の状況 （平成29年度決算値）

⑴　基本財産（資本金） （単位：円） ⑵　主な出資（えん）者等 （単位：円）

注）会社法法人は、内訳は不要

⑶　基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５　県の補助金等の額

県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む。）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６　財務状況 （平成29年度決算値）

該当なし

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

0

0

0

0

0

0

県出資金

県補助金等
注 0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

0 0

内
訳

-

-

-

-

-

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外） -

-

比率

-

-うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

出資（えん）金
（持株数）

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

0

-

-

-

-

嘱託等

3人 

職
員
総
数

12人

左
の
内
訳

1人 

2人 

県OB 0人 

県職併任 0人 

プロパー 0人 

その他 6人 

6人 その他 0人 

3人 

一
般
職

11人

県派遣 3人 

管
理
職

1人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 0人 プロパー 0人 

県派遣

県OB 0人 県OB 0人 

その他

・事務の総合企画・管理、組織運営、職員採用・雇用管理、予算・決算管理、財産管理、規定等の制定・改廃等に関
する業務。
・県内経済団体、ＩＴ企業等との連携、法人活動の周知・広報、産学官連携イベントの企画・運営、戦略提言に係る調
査・研究に関する業務。

管理職：理事を除く当該法人における課長職以上とする。
※　理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含む。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アルバイト
など）等


